
 

厚生労働大臣が定める基準 
厚生労働省告示第 95号（平成 27年３月 23日） 

 

三 訪問介護費における特定事業所加算の基準 

イ 特定事業所加算（Ⅰ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１） 指定訪問介護事業所の全ての訪問介護員等（登録型の訪問介護員等（あらかじ

め当該指定訪問介護事業所に登録し、当該指定訪問介護事業所から指示があった場合

に、直接、当該指示を受けた利用者の居宅を訪問し、指定訪問介護を行う訪問介護員

等をいう。）を含む。以下同じ。）及びサービス提供責任者に対し、訪問介護員等ご

と及びサービス提供責任者ごとに研修計画を作成し、当該計画に従い、研修（外部に

おける研修を含む。）を実施又は実施を予定していること。 

（２） 次に掲げる基準に従い、指定訪問介護が行われていること。 

（一） 利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は当

該指定訪問介護事業所における訪問介護員等の技術指導を目的とした会議を定期的に

開催すること。 

（二） 指定訪問介護の提供に当たっては、サービス提供責任者（指定居宅サービス等

基準第五条第二項に規定するサービス提供責任者をいう。以下この号において同

じ。）が、当該利用者を担当する訪問介護員等に対し、当該利用者に関する情報やサ

ービス提供に当たっての留意事項を文書等の確実な方法により伝達してから開始する

とともに、サービス提供終了後、担当する訪問介護員等から適宜報告を受けること。 

（３） 当該指定訪問介護事業所の全ての訪問介護員等に対し、健康診断等を定期的に

実施すること。 

（４） 指定居宅サービス等基準第二十九条第六号に規定する緊急時等における対応方

法が利用者に明示されていること。 

（５） 当該指定訪問介護事業所の訪問介護員等の総数のうち介護福祉士の占める割合

が百分の三十以上又は介護福祉士、社会福祉士及び介護福祉士法（昭和六十二年法律

第三十号）第四十条第二項第二号の指定を受けた学校又は養成施設において一月以上

介護福祉士として必要な知識及び技能を習得した者（以下「実務者研修修了者」とい

う。）並びに介護保険法施行規則の一部を改正する省令（平成二十四年厚生労働省令

第二十五号）による改正前の介護保険法施行規則（平成十一年厚生省令第三十六号）

第二十二条の二十三第一項に規定する介護職員基礎研修課程を修了した者（以下「介

護職員基礎研修課程修了者」という。）及び一級課程を修了した者（以下「一級課程

修了者」という。）の占める割合が百分の五十以上であること。 

（６） 当該指定訪問介護事業所の全てのサービス提供責任者が三年以上の実務経験を

有する介護福祉士又は五年以上の実務経験を有する実務者研修修了者若しくは介護職

員基礎研修課程修了者若しくは一級課程修了者であること。ただし、指定居宅サービ

ス等基準第五条第二項の規定により一人を超えるサービス提供責任者を配置すること

とされている事業所においては、常勤のサービス提供責任者を二名以上配置している

こと。 

（７） 次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

（一） 前年度又は算定日が属する月の前三月間における利用者の総数のうち、要介護

状態区分が要介護四及び要介護五である者、日常生活に支障を来すおそれのある症状

若しくは行動が認められることから介護を必要とする認知症（介護保険法（平成九年

法律第百二十三号。以下「法」という。）第五条の二第一項に規定する認知症をい

う。）である者並びに社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和六十二年厚生省令

第四十九号）第一条各号に掲げる行為を必要とする者（当該指定訪問介護事業所が社

会福祉士及び介護福祉士法附則第二十七条第一項の登録を受けている場合に限る。）

の占める割合が百分の二十以上であること。 

（二） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 



ａ 病院、診療所又は指定訪問看護ステーション（指定居宅サービス等基準第六十条第

一項第一号に規定する指定訪問看護ステーションをいう。以下同じ。）の看護師との

連携により、二十四時間連絡できる体制を確保し、かつ、必要に応じて指定訪問介護

を行うことができる体制を整備していること。 

ｂ 看取り期における対応方針を定め、利用開始の際に、利用者又はその家族等に対し

て、当該対応方針の内容を説明し、同意を得ていること。 

ｃ 医師、看護職員（指定訪問介護事業所の職員又は当該指定訪問介護事業所と密接な

連携を確保できる範囲内の距離にある病院、診療所又は指定訪問看護ステーションの

職員に限る。）、訪問介護員等、介護支援専門員その他の職種の者による協議の上、

当該指定訪問介護事業所における看取りの実績等を踏まえ、適宜、看取りに関する対

応方針の見直しを行うこと。 

ｄ 看取りに関する職員研修を行っていること。 

ｅ 前年度又は算定日が属する月の前三月間において次に掲げる基準に適合する利用者

が一人以上であること。 

ｉ 医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者

であること。 

ｉｉ 看取り期における対応方針に基づき、利用者の状態又は家族の求め等に応じ、訪

問介護員等から介護記録等利用者に関する記録を活用し行われるサービスについての

説明を受け、同意した上でサービスを受けている者（その家族等が説明を受け、同意

した上でサービスを受けている者を含む。）であること。 

 

ロ 特定事業所加算（Ⅱ） イ（１）から（４）までに掲げる基準のいずれにも適合

し、かつ、（５）又は（６）のいずれかに適合すること。 

 

ハ 特定事業所加算（Ⅲ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１） イ（１）から（４）まで及び（７）に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（２） 次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

（一） 指定居宅サービス等基準第五条第二項の規定により配置することとされている

常勤のサービス提供責任者が二人以下の指定訪問介護事業所であって、同項の規定に

より配置することとされているサービス提供責任者を常勤により配置し、かつ、同項

に規定する基準を上回る数の常勤のサービス提供責任者を一人以上配置しているこ

と。 

（二） 指定訪問介護事業所の訪問介護員等の総数のうち、勤続年数七年以上の者の占

める割合が百分の三十以上であること。 

 

ニ 特定事業所加算（Ⅳ） イ（１）から（４）まで及びハ（２）に掲げる基準のいず

れにも適合すること。 

 

ホ 特定事業所加算（Ⅴ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１） イの（１）から（４）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（２） 指定訪問介護事業所に係る通常の事業の実施地域（指定居宅サービス等基準第

二十九条第五号に規定する通常の事業の実施地域をいう。）の範囲内であって、厚生

労働大臣が定める中山間地域等の地域（平成二十一年厚生労働省告示第八十三号）第

二号に規定する地域に居住している利用者に対して、継続的に指定訪問介護を提供し

ていること（当該利用者の居宅の所在地と最寄りの指定訪問介護事業所との間の距離

が七キロメートルを超える場合に限る。）。 

（３） 利用者の心身の状況又はその家族等を取り巻く環境の変化に応じ、随時、訪問

介護員等、サービス提供責任者その他の関係者が共同し、訪問介護計画（指定居宅サ

ービス等基準第二十四条第一項に規定する訪問介護計画をいう。）の見直しを行って

いること。 


